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Ⅰ. 事業の目的及び実施計画                                          
１．事業の目的 

自治体の住宅・福祉施策として「ひと部屋断熱」の取組みに対する以下の支援を目的とした。 
①  自治体に対する普及啓発  

「ひと部屋断熱」の特長を整理し、自治体の政策として推進することで、高齢者等に対する健康リスクに備える住まい
の普及・啓発が進むとともに、家全体の省エネリフォームに関心を寄せる動きをつくる。また各省庁や各種団体と連携
し、イベント開催や関係団体への呼びかけを通じて自治体、専門家、住民への更なる普及啓発を行う。 

② 安心して設計施工をまかせられる仕組みづくり  
正しい知見と設計施工能力を持つ建築業者の育成を通じて、過度な販売から高齢者を守りながら、地域のストック
住宅の活用と医療福祉に関わる地域ビジネスの機会を創出することを可能とする。 

③ 自治体が「ひと部屋断熱」を導入する体制づくりの相談窓口  
上記を推進するうえで起こる課題や不安を解決するための「相談窓口」を設置することより、安心して参加する自治
体が増え、水平展開による全国へと普及する足がかりをつくる。 

④ 耐震施策の推進とあわせた「ひと部屋断熱」の啓発  
「ひと部屋断熱」と同時に、「耐震」を啓発することで国の総合的な命を守る住環境確保に繋げる。 

 

２．実施体制（※申請時より一部変更あり） 

以下の委員会のもと、必要な専門知見を有する機関、団体、専門家及び普及推進の核となる地域の期
間、団体等と連携して推進する。 
 
「医療建築連携自治体実践委員会」 全体の方針の決定、承認 
《委員会委員》 （※申請時から追加あり） 

委 員 長 今村 聡氏 医療法人社団聡伸会 今村医院 理事長  
副委員長 伊香賀 俊治氏  一般財団法人住宅・建築 SDGs 推進センター 理事長  
委   員 宇野澤 庸弘氏  一般社団法人近未来ビジネスコラボ協会(NFBC) 代表理事  
委    員 岡本 森廣氏   公益社団法人日本建築士会連合会 副会長  
委    員 川久保 俊氏   慶應義塾大学理工学部 准教授  
委    員 木村 俊昭氏   北海道文教大学 教授  
委    員 小林 百代氏   公益社団法人日本薬剤師会 理事  
委    員 清水 惠一郎氏  東京内科医会 会長 医療法人社団清令会阿部医院 理事長  
委    員 鈴木 邦彦氏   医療法人博仁会 志村大宮病院 理事長  
委    員 鈴木 静雄氏   株式会社リブラン 創業者  
委    員 関根 幹雄氏   関根法律事務所 弁護士  
委    員 高橋 剛志氏   一般社団法人マイスター育成協会 代表理事  
委    員 中尾 美佐男氏  板橋区建設業協会 会長  
委    員 廣田 直行氏   一般社団法人日本建築学会 副会長  
委    員 松本 將氏 マツ六株式会社 代表取締役社長  



委    員 望月 俊彦氏 一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会 会長  
委    員 上原 裕之 一般社団法人健康・省エネ住宅を推進する国民会議理事長 

《推進支援メンバー》 
北方 寛氏   一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会 専務理事  
矢島 一氏   一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会 理事  
相馬 康男氏  一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会 事務局長  
大塚 学氏   株式会社リクシル 事業部 FC 推進部 部長  
城下 直紀氏  株式会社リクシル リフォーム企画グループ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ  
柿本 憲太郎氏 株式会社リクルート サクセス推進グループ ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ  
牧 克典氏   株式会社リッド 相談役  
 

《オブザーバー》（※申請時から追加あり） 
松野 秀生氏 国土交通省 住宅局 住宅生産課長 
松岡 輝昌氏  厚生労働省 健康・生活衛生局 健康課長  
吉野 議章氏  環境省 地球環境局 地球温暖化対策課長  
石動 さゆり氏 礼文町 保健課長  
城戸 康輔氏  北九州市 都市戦略局 総務政策部 住まい支援室長  
佐伯 泰徳氏  五ヶ瀬町 建設課土木建築係 係長  
松添 高次氏  神戸市 建築住宅局政策課 課長  
吉本 高広氏  公益財団法人福岡県建築士会  
田篭 武彦氏  一般社団法人日本住宅ﾘﾌｫｰﾑ産業協会北部九州分会 分会長  
徳岡 浩二氏  公益社団法人大阪府建築士会 副会長 
安藤 真太朗氏 公立大学法人北九州大学 建築デザイン学科 准教授 

 
《事務局》 

細井 昭宏（司会） 
栗原 潤一 
 

３．事業内容（申請時） 
【Ｗｏｒｋ１】 省エネ性能向上による便益の普及啓発に向けたシンポジウムの開催から自治体による活動までの
支援 
＜実施内容＞ 
「北海道 礼文町」（65 歳以上の一部屋改修 100 万円補助）、「宮崎県 五ヶ瀬町」（住環境実態調査実
施）、「東京都 板橋区」（行政、医療団体建築団体連他が参加）を中心に、これまで当社団が関わったＳＷＨ成
果の普及啓発の知見、資料の提供、さらに第一ステップとしての「ひと部屋断熱」改修案の提案、ヒートショックリスクへの
配慮、室温 18℃を維持することへの理解などを支援メニューにまとめ、調査などを含め地域に必要な支援を行う。 
  
【Ｗｏｒｋ２】安心して設計施工を任せられる消費者保護のための仕組みづくり  



＜実施内容＞ 
「健康支援ビルダー/プランナー」制度の登録管理、シンポジウムやホームページでの登録者紹介、活動を加速する自治
体地域での登録者増加活動に取り組む。また、「ひと部屋断熱」のトラブル防止・処置方法を関連団体と共に検討す
る。 
 
【Ｗｏｒｋ３】自治体や関係団体、および消費者からの相談窓口の設置  
＜実施内容＞ 
自治体と医療、建築の専門家、関連団体との連携を進め、自治体が活動を進める体制を支援するため、一社）健
康・省エネ住宅を推進する国民会議に「相談窓口」を設けて取り組む。同時に消費者からの問い合わせにも対応する。
実際に運用した場合の評価や課題などの整理を関連団体と共に進めていく。 
  
【Ｗｏｒｋ４】耐震推進施策と連動した、国民を守るスペースの確保  
＜実施内容＞ 
「自分の身は自分で守る」災害時の自助の考えにもとづき、温熱環境に加えて耐震化の確保をあわせて啓発する。各
自治体と調整し、参加者や実態にあわせた補助金の申請方法や、断熱化だけでなく耐震化も同時に実施することのメ
リットなどを、シンポジウムなどを通し紹介する。 
 
４．事業効果（申請時） 

「健康省エネルーム」改修推進に貢献し、かつ「地域創生（地域での改修需要の創出）」の促進することができ
る。 

 

５．事業全体スケジュール（※申請時より一部変更あり） 

 
 



Ⅱ.事業実施の総括                                                  

 昨年度までの活動では、「ひと部屋断熱」の意味を理解する”こと、そして“適正な室温 18℃を確保する”という 2
点について、あくまでも「ひと部屋断熱」は第一歩であるとの考え方の浸透や「ひと部屋断熱」によるヒートショックに
対する心配、健康影響を考えた適正な室温の考え方について暮らし方を含めた普及啓発が不足していることが課
題に残った。 

 今年度は、委員会において「ひと部屋断熱」の考え方をすり合わせ、シンポジウムを通じて自治体や建築関連団体
との共有を進めることができた。シンポジウムは、9 地域で 11 回開催した。 

 また災害に対する備えとして「部分耐震改修」と「ひと部屋断熱」をあわせて啓発していく可能性を自治体と確認す
ることができた。 

 「ひと部屋断熱」に取り組む意味、正しい知識を普及させるべく、委員会での整理内容をもとに、ホームページに公
開することとした('25 年 3 月に公開見込み）。 

 「ひと部屋断熱」の改修を実践する人材育成のため、「健康支援ビルダー／プランナー」の募集を、改修実務を担う 
一社）日本住宅リフォーム産業協会、公社）大阪府建築士会の協力を得て開始した。 

 

Ⅲ. 「医療建築連携自治体実践委員会」の開催・運営                          

事業の実施にあたっては、以下の委員会のもと、必要な専門知見を有する機関、団体、専門家及び普及推進
の核となる地域の期間、団体等と連携して推進した。 

１．「医療建築連携自治体実践委員会」開催実績 
（１）第 1回「医療建築連携自治体実践委員会」 

日  時︔令和 ６ 年 ６ 月 １ 日（土） １３時００分～１５時００分 
開催方法︓ 現地開催およびオンライン会議（ＺＯＯＭ）ハイブリット 
議事内容︓ 
（１）令和６年度 医療建築連携自治体実践委員会、活動計画概要 
（２）令和６年度「ＳＷＨのエビデンスを活用した、国と自治体連携による命を守る 

健康省エネルーム確保の基盤構築事業」活動概要、スケジュールについて 
 
（２）第２回「医療建築連携自治体実践委員会」 

日  時︓ 令和 ６ 年 １０ 月 ９日（水） １３時００分～１５時００分  
開催方法︓現地開催およびオンライン会議（ＺＯＯＭ）ハイブリット 
議事内容︓ 
（１）第 1 回委員会 議事録の確認 
（２）指摘事項および各Ｗｏｒｋの中間報告 
（３）事業全体スケジュール 

 
（３）第３回「医療建築連携自治体実践委員会」 



日  時︓ 令和 ６ 年 １０ 月 ９日（水） １３時００分～１５時００分  
開催方法︓現地開催およびオンライン会議（ＺＯＯＭ）ハイブリット 
議事内容︓ 
（１）第 ２ 回委員会 議事録の確認 
（２）指摘事項および各Ｗｏｒｋの報告  
（３）今後の報告書作成に向けて 

 

Ⅳ．事業内容の詳細                                  

1．活動内容 
1) 【Work１】 省エネ性能向上による便益の普及啓発に向けたシンポジウムの開催から自治体による活動までの
支援。 

ア． 活動内容 
現在進行している、「北海道 礼文町」（65 歳以上の一部屋改修 100 万円補助）、「宮崎県 五ヶ瀬
町」（住環境実態調査実施）、「東京都 板橋区」（行政、医療団体建築団体連他が参加） を中心
に、これまで当社団が関わったＳＷＨ成果の普及啓発の知見、資料の提供、さらに第一ステップとしての「ひ
と部屋断熱」改修案の提案、ヒートショックリスクへの配慮、室温 18℃を維持することへの理解など、最新の
エビデンスとともに紹介した。 

※参考︓資料１、資料２ 
イ． 活動結果 
 登壇者共通（礼文町除く） ︓厚生労働省・国土交通省・環境省 各担当課長・代理様 慶応義塾

大学 伊香賀 名誉教授（前日本建築学会副会長）聡伸会 今村医院 今村 理事長（前日本医
師会副会長） 
 

 5 月 22 日 北海道シンポジウム（かでる 2・7 札幌市)   
 一社）日本住宅リフォーム産業協会との共催 
 後援 ︓北海道・日本地域創生学会  
 登壇者等︓厚生労働省・国土交通省・環境省 各担当課長・代理様 礼文町 今野 副町長・板

橋区 河野 環境政策課長・長門市 木下 建築住宅課長・日本地域創生学会 木村 会長・北
海道 渡邉 建築指導課長、ジェルコ 新谷 副会長 

 参加者︓４３名（オンライン・リアル共） 
 

 ８月４日 福岡シンポジウム（クローバープラザ 福岡県 春日市）  
 後援 ︓(一財)福岡県建築住宅センター、(一社)福岡県住宅リフォーム協会 （公社） 福岡県

建築士会 
 登壇者等︓九州大学 人間環境学研究院 尾崎教授・産業医科大学 環境疫学研究所 35 

藤野教授・北九州市立大学 建築デザイン学科 安藤准教授・北九州市 東小野 住宅政策係長 
 参加者︓９３名（オンライン・リアル共） 

 ８月３１日 礼文町消費者シンポジウム（礼文町民総合センター 礼文町） 



 礼文町との共催 
 登壇者等︓礼文改修モデル施主 石山 様・礼文町 今野 副町長 、ジェルコ 新谷 副会長・

(株)リッド 牧 相談役  
 参加者︓４５名（オンライン・リアル共） 

 １１月９日 奈良シンポジウム（奈良県コンベンションセンター 奈良市） 
 後援︓ 奈良県／共催 奈良県生活協同連合会 
 登壇者等︔大和郡山市長・関係課、宇陀市住宅関連課長、奈良女子大学教授、生協連合会

会長 関係者の参加あり 
 宇陀市は来年度より耐震とセットでの取り組みについて調整中 
 参加者︓４３名（オンライン含む） 

 １１月２３日 兵庫・神戸シンポジウム （アンカー神戸 イベントスペース 神戸市） 
 後援 兵庫県／共催 神戸市  
 登壇者︓神戸市 建築住宅局長・課長、垂水区医師会会長の参加あり 
 神戸市で補助金活用できるように関係課と調整中 
 参加者︓７０名（オンライン含む） 

 １２月 7日 大阪シンポジウム（大阪御堂ビル 大阪市） 
 後援 大阪市／共催 大阪府建築士会 
 登壇者等︓大阪市 住宅政策課長・大阪府建築士会会長・大阪大学医学教授の参加あり  
 シンポジウム終了後、資料を大阪市と共有し、現行制度についての再検討と医療・建築・ 実務者・

行政モデル事業連携の構築調整 
 参加５５名（オンライン含む） 

 １月１２日 高知シンポジウム（ちより街テラス 高知市） 
 後援 高知県・室戸市・高知県医師会・高知県歯科医師会 
 登壇者等︓高知県住宅課長、健康政策医官、高知県建築士会会長の参加あり 
 室戸市では既に事業を進めている。参加した愛媛県 伊予市職員の依頼で来年度シンポジウム開

催調整中。  
 参加者︓参加２０名（オンライン含む） 

 １月１８日 北九州シンポジウム（北九州国際会議場 北九州市） 
 後援 福岡県・北九州市、福岡県建築士会、福岡県建築住宅センター 
 登壇者等︓北九州市都市戦略局長、福岡県建築都市部住宅計画課長、福岡県建築士会長の

参加あり。 
 福岡県、北九州市、北九州大学、ジェルコ連携で「ひと部屋断熱 北九州モデル」 （北九州市６

０代夫婦２人住まい）１月工事前調査・２月３～５日 施工実施 30 →来年１月に工事後
の健康調査実施予定。 

 参加者︔４０名参加（オンライン含む） 
 １月２５日 栃木・宇都宮シンポジウム（ライトキューブ宇都宮 宇都宮市） 

 後援 宇都宮市・小山市・栃木県 建築士会・栃木県 薬剤師会・テレビ小山放送(株)  
 登壇者等︓小山市関係課、栃木県建築士会会長、足利赤十字病院 口腔治療室長の参加あり  



 訪問医療関係・薬剤師会・建築士会と地元で連携していけるように調整中。参加されていた事業者
との連携により茨城、群馬など北関東を中心に来年度のシン ポジウム開催調整中  

 参加者︓３８名参加（オンライン含む） 
 １月２６日 北海道・札幌シンポジウム（かでる 2.7 札幌市） 

 後援 北海道・礼文町・ニセコ町  
 登壇者等︓ニセコ町長、北海道 住宅建築指導課長、日本建築士会副会長、日本建築学会副

会長 の参加あり 
 北海道での行政、建築事業者、大学など官民連携について調整中 ・参加者１５名（オンライン

含む） 
 ２月２２日 宮城・仙台シンポジウム（TKP ガーデンシティ 仙台市） 

 後援 宮城県・宮城県建築士会・住まいと環境 東北フォーラム 
 参加者︓５２名 

 
2) 【Work２】 安心して設計施工を任せられる消費者保護のための仕組みづくり 

ア．活動内容 
 「健康支援ビルダー／プランナー」制度の運用に関する委員会での助言を反映し、登録希望者の募集を開

始。 
 登録に必要な考査の制度運用は一社）健康・省エネ住宅を推進する国民会議とし、合否判定基準を、全

体の正答率と、断熱・換気に関わる正答率での足切りの２段階とすることとした。 
イ．活動結果 
 今年度の申込は、ʻ25 年 2 月 17 日から、 講習・考査は ʼ25 年４月４日完了予定。 
 募集は一社）日本住宅リフォーム産業協会、公社）大阪府建築士会の会員から開始した。 

※参考︓資料３ 
 
3) 【Work３】 自治体や関係団体および消費者からの相談窓口の設置 

ア．活動内容 
自治体と医療、建築の専門家、関連団体との連携を進め、自治体が活動を進める体制を支援するため、一社）
健康・省エネ住宅を推進する国民会議を「相談窓口」に、ひと部屋断熱＋耐震の導入の働きかけを行った。 
イ．活動結果 
一社）健康・省エネ住宅を推進する国民会議を中心に、以下の自治体等への説明、支援を実施。 
 北九州市、神戸市における命を守る部分改修に関するシンポジウムや委員会等を通じた支援 
 板橋区における来年度 8 割補助導入とその準備支援 
 大阪府、大阪市、大阪府建築士会、阪大医学部、慶應大学理工学部と連携したエビデンス確保、大阪府

下の市町村啓発、調査チーム設立支援。 
 ニセコ町や北海道における自治体へ啓発、協力 

 
4) 【Work4】 耐震推進施策と連動した、国民を守るスペースの確保 

ア．活動内容 



「自分の身は自分で守る」災害時の自助の考えにもとづき、温熱環境に加えて耐震化の確保をあわせて啓発す
る。各自治体と調整し、参加者や実態にあわせた補助金の申請方法や、断熱化だけでなく耐震化も同時に実
施することのメリットなどを、シンポジウムなどを通し紹介した。また耐震改修が進まない自治体の現状を把握し
た。 

イ．活動結果 
シンポジウムで広めていくにあたり、国民の命をまもる取組みとして「ひと部屋断熱」＋「耐震」を位置づけ、自治
体への訴求と国民への訴求方法、表現を変えながら伝え方を整理した。 一方で、詰めなければならない耐震、
断熱の技術的課題もあり、引き続き日本建築士連合会等と調整しながら進める必要がある。 
 
＜訴求内容＞ 
 すでに実施されている耐震改修に加えて、断熱改修も一緒にやりませんか︖ 
  住宅全体を改修することが望ましいが、せめて「ひと部屋」だけでもやりませんか︖ 
 
＜自治体への訴求の考え方＞ 
 耐震（ひと部屋耐震に限らず）に関してはすでに取り組んでいる自治体は多く、これまでの施策を理解

し、共感を得る表現とする。また地震という非日常だけではなく、日々の健康を左右する断熱も重要である
ことや、地震後のエネルギー供給ストップによる 2 次被害を考える必要性もあることを伝える。  

＜国民への訴求の考え方＞ 
 地震はいつくるかわからず、普段はメリットを感じないから耐震化がすすまない。しかし断熱の効果は直接か

らだに感じることなので、住民は受け入れやすいと想定。その断熱改修に合わせて、耐震改修も行う提案を
行う。日々身近に感じていることからアプローチする 。 

 

Ⅴ. 今後の課題 

 今年度は、部分的な断熱の普及に向けて、部分的な耐震改修とのセット提案の可能性に期待がもてる
結果を得た。 

 今後、改修メリットの訴求と、住まい方の注意点の情報提供の両面から、信頼性ある改修方法として定着
させるには、部分改修の専門的な知識をベースに改修提案ができる人材を増やし、改修事例を積み上
げ、技術を標準化させることが課題となる。 

 その課題解決にあたり、①一社）健康・省エネ住宅を推進する国民会議が推進する「健康支援ビルダー
／プランナー」制度の活用を、建築業界の団体と連携して取り組む。また②「健康支援ビルダー／プランナ
ー」の改修人材が活躍する機会を定着させるべく、福祉施策として「ひと部屋断熱改修」の普及に取り組む
意思がある自治体に対して、国の福祉、環境、地域活性化の総合施策による継続的な支援が望まれ
る。 

 今後の自治体との動きについて 
 「板橋区」―区と建設業協会、地元医師会と連携して、4 月から予定している 8 割補助のスキーム

を、支援ビルダーを軸に行うと共に、慶應義塾大学によるエビデンス確保を行う予定 
 大阪府は、大阪府建築士会と大阪府、大阪市と連携して人材育成、エビデンス確保を行う予定 



 鳥取県北栄町は、一部屋耐震断熱を採用、県と連携してエビデンス確保の予定 
 北九州市は、1 月に改修の前後調査を北九州大学・安藤教室と北九州市、建築士会、ジェルコで

実施、今後人材育成、エビデンス確保をすすめる。 
 神戸市は、神戸市住宅課とひょうご安心リフォーム推進協議会と連携し、人材育成、エビデンス確保

を行う予定。 
 北海道は、ジェルコ、リクシル、同町と連携し人材育成、自治体啓発を推進予定。 
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